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市内新設等事業所への転勤等による
転入世帯家賃補助事業

予算額 １，２００千円

担当課 商工観光課

吉野川市の課題である企業誘致を推進するため、新設、増設又は

対 象 移設をした吉野川市内の事業所に就職・転勤の理由により就労し、

かつ、市内に住民登録(転入)した世帯に対し家賃補助を２年間行い

ます。

事 業 費 １，２００，０００円

事業内容 １．補助対象世帯

①工場立地法、②吉野川市企業立地促進条例、③吉野川市企

業立地の促進等による産業集積の形成及び活性化のための固定

資産税の課税免除に関する条例のいずれかにおける用件に該当

する企業等が市内に新設、増設又は移設をした後、３年の間に

事業所に新たに勤務する者を有する世帯で、平成２６年４月１

日以降に転入し、市内の民間賃貸住宅に１年以上居住する意志

があること。

２．補助金の額

１世帯あたり月額１万円

（実質家賃負担額が１万円に満たない場合は実質家賃負担額）

３．期間

補助金交付申請の日の属する月の翌月から起算して２年

事業効果 企業誘致や人口増加には特効薬はなく、小さな積み重ねを継

続することが必要です。また、転勤者の家賃補助制度は県内他転勤者の家賃補助制度は県内他転勤者の家賃補助制度は県内他転勤者の家賃補助制度は県内他

の市町村において例はなく、企業や従業員に対し本市のＰＲやの市町村において例はなく、企業や従業員に対し本市のＰＲやの市町村において例はなく、企業や従業員に対し本市のＰＲやの市町村において例はなく、企業や従業員に対し本市のＰＲや

イメージアップとなるイメージアップとなるイメージアップとなるイメージアップとなることを期待しています。

また、本市に転入していただく世帯が増加することにより、

地域の流通・消費拡大が見込まれ、税収の増加や地域活性化に

つながるものと期待しています。
















